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1. 概要 

本資料は，Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設

定している構造強度に基づき，浸水防護設備のうちタービン補機冷却用海水取水槽閉止

板，補機冷却用海水取水槽(A)閉止板，補機冷却用海水取水槽(B)閉止板及び補機冷却用

海水取水槽(C)閉止板（以下「取水槽閉止板」という。）が津波の冠水に伴う突き上げ

荷重及び余震を考慮した荷重に対して，浸水防護重点化範囲であるタービン建屋内に津

波が侵入することを防止するために，十分な構造健全性及び止水性を有していることを

説明するものである。 
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図 2－1 取水槽閉止板の設置位置図(タービン建屋 地下 1 階) 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

   取水槽閉止板は，タービン建屋の補機冷却用海水取水槽の上部床面に設置する。取

水槽閉止板の設置位置図を図 2－1 に示す。 

 

  

タービン補機冷却用海水取水槽閉止板  

補機冷却用海水取水槽(C)閉止板  補機冷却用海水取水槽(B)閉止板  

補機冷却用海水取水槽(A)閉止板  
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2.2 構造計画 

取水槽閉止板の構造は，長方形のスキンプレートに主桁（溝形鋼）を組合せた構造

とする。 

取水槽閉止板は，補機冷却用海水取水槽の上部床面に設置するアンカーボルトにて

固定する。取水槽閉止板の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

 

表 2－1 取水槽閉止板の構造計画 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

補機冷却用海

水取水槽の上

部床面に設置

するアンカー

ボルトで戸当

りを躯体に固

定し，締付ボ

ルトによりス

キ ン プ レ ー

ト，主桁を戸

当りに固定す

る。 

スキンプレ

ート，主桁

及び戸当り

により構成

する。 

 

 

  

Ａ 

Ａ 

平面図 Ａ－Ａ断面図  

側面図 

アンカーボルト 

アンカーボルト 

スキンプレート 

スキンプレート 

主桁 

戸当り 

締付ボルト 
締付ボルト 

締付ボルト 
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図 2－2 強度評価フロー 

2.3 評価方針 

取水槽閉止板の強度評価は， Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 

構造計画」に示す取水槽閉止板の構造を踏まえ，「3. 評価対象部位及び評価対象設

備」にて設定する評価部位において，「4.4 評価方法」で算出した応力等が許容限

界内に収まることを，「4. 構造強度評価」に示す方法にて確認する。強度評価の確

認結果を「5. 評価結果」にて確認する。 

強度評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

  

評価対象部位の設定 

荷重＊及び 
荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面検定方法 

評価条件の設定 

強度評価 

強度評価結果の確認 

Ⅴ-2-2-5 

「タービン建屋の地震応答計算書」 

（水平方向の応答加速度） 

注記＊：余震震度については， 

    材料物性の 

    不確かさを考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（（社）日本建築学会，1999 改定） 

・日本工業規格（ＪＩＳ） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 

（（社）日本電気協会） 
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記号 単位 定義

Ｐｔ kN/m
2 突き上げ津波荷重

ＣＤ - 抗力係数

Ｕ m/s 流速

ｇ m/s
2 重力加速度

Ｈ mm 評価高さ

ＫＳｄ kN 余震荷重

Ｓｄ kN 弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力

Ｐｖ kN/m
2 弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の動水圧荷重

αＨ - 水平方向の余震震度

αＶ - 鉛直方向の余震震度

ｗｓｓ kN/m 単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重

ｗｓｓ
’

kN/m 単位長さ当りの水平方向の等分布荷重

τ N/mm
2 最大せん断応力度

σ N/mm
2 最大曲げ応力度

Ｑ kN 最大せん断力

Ｍ kN・m 最大曲げモーメント

ｘ N/mm
2 組合せ応力度

Ａｓ mm
2 せん断断面積

Ｚ mm
3 断面係数

Ｌ１ mm 主桁の負担幅

Ｌ２ mm 主桁と直交方向のスキンプレートの長さ

Ｌ３ mm 主桁全長

Ｌ４ mm スキンプレートの負担幅

Ｌ５ mm 戸当り全長

Ｌ６ mm 戸当りウェブ中心から上フランジに等分布荷重が作用する位置までの距離

Ｌ７ mm アンカーボルト中心位置から戸当りウェブ中心位置までの距離

Ｎ１ 本 戸当り本数

Ｎ２ 本 評価する戸当りに取り付くアンカーボルト本数

Ｎ３ 本 閉止板に取り付くアンカーボルトの本数

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りに作用する引張力

ｑ kN アンカーボルト1本当りに作用するせん断力

Ｔｓ kN 締付ボルト1本当りに作用する引張力

ｑｓ kN 締付ボルト1本当りに作用するせん断力

σｔ N/mm
2 最大引張応力度

Ａ mm
2 締付ボルトの有効断面積

ｎｓ 本 締付ボルトの本数

2.5 記号の説明 

取水槽閉止板の強度評価に用いる記号を表 2－2 に示す。 

 

表 2－2 強度評価に用いる記号 
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3. 評価対象部位及び評価対象設備 

取水槽閉止板の評価対象部位は，「2.2 構造計画」にて設定している構造を踏まえ

て，突き上げ津波荷重及び余震荷重の伝達過程を考慮し設定する。また，取水槽閉止板

は構成部材の寸法，規格等が等しく，評価結果が変わらないことから，代表としてター

ビン補機冷却用海水取水槽閉止板を評価対象設備として選定する。 

取水槽閉止板に生じる突き上げ津波荷重は，取水槽閉止板のスキンプレート，主桁，

締付ボルト及び戸当りに伝わり，取水槽閉止板を固定するアンカーボルトを介して躯体

に伝達され，取水槽閉止板に生じる余震荷重は，スキンプレート及び主桁の自重による

慣性力として締付ボルト及び戸当りに伝わり，取水槽閉止板を固定するアンカーボルト

を介して躯体に伝達されることから，取水槽閉止板の評価対象部位は，スキンプレート，

主桁，締付ボルト，戸当り及びアンカーボルトとし，評価対象部位を図 3－1 に示す。 
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図 3―1 評価対象部位 

戸当り 

Ａ部詳細 

アンカーボルト 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ断面図 

平面図 

戸当り 

Ａ部 

締付ボルト 

締付ボルト(8 箇所) 

スキン 
プレート 

アンカーボルト 

(17 箇所) 

注記＊ ：いずれの部材も 

     突き上げ津波荷重及び余震荷重を 

     伝達しないことから， 

     評価対象外とした。 

可搬手摺 
差込み用治具＊ 

開閉用 
ヒンジ＊ 

吊りチェーン 
接続用治具＊ 

主桁 

躯体 

主桁 

スキン 
プレート 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

取水槽閉止板の強度評価は，Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，

「3. 評価対象部位及び評価対象設備」にて設定する評価対象部位に作用する応力等

が「4.3 許容限界」にて示す許容限界以下であることを確認する。 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

 4.2.1 荷重の組合せ 

  取水槽閉止板の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

   Ｐｔ＋ＫＳｄ 

     ここで，Ｐｔ  ：突き上げ津波荷重(kN/m2) 

         ＫＳｄ ：余震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力(kN)及び動 

              水圧荷重(kN/m2)を考慮する） 

  なお，積載荷重は考慮しない。 

 

4.2.2 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重は，以下のとおりとする。 

 

(1) 突き上げ津波荷重（Ｐｔ） 

突き上げ津波荷重は，取水槽閉止板の全面に作用するものとする。また，評価

においては浸水津波荷重を含むものとし，以下の式により算出する。 

 

Ｐｔ ＝1／2・ＣＤ・ρo・Ｕ２＋ρ o・ｇ・Ｈ・10-3 

Ｐｔ ：突き上げ津波荷重(kN/m2) 

ＣＤ ：抗力係数（＝2.01） 

ρo ：水の密度(t/m3) 

Ｕ ：流速（＝1.5m/s） 

ｇ ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 

Ｈ ：評価高さ(mm) 
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(2) 余震荷重（ＫＳｄ） 

   余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力及び動水圧荷重を考慮 

  するものとし，水平方向については，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力を考 

  慮する。鉛直方向については，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う動水圧荷重を考慮 

  する。 

なお，取水槽閉止板の強度評価に用いる余震震度は，材料物性の不確かさを考

慮したものとしてＶ-2-2-5「タービン建屋の地震応答計算書」の地震応答解析結

果を用いる。ここで，地震力は取水槽閉止板の設置位置における水平方向の最大

応答加速度から設定する震度を用いて評価するものとし，下記の通り算出する。 

 

  Ｓｄ ＝Ｇ・αＨ 

ここで，Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

αＨ ：水平方向の余震震度 

 

     また，表 4－1 の通り，鉛直方向の余震震度が 1 未満であることから，取水槽 

    閉止板の自重と鉛直方向の地震力を足し合わせた荷重は，突き上げ津波荷重を相 

    殺する向きに取水槽閉止板に作用するため，強度評価においては取水槽閉止板の 

    自重と鉛直方向の地震力を保守的に考慮しないこととする。 

 

     動水圧荷重は，取水槽閉止板の設置位置における鉛直方向の最大応答加速度か 

    ら設定する震度，水の密度及び評価高さを用いて評価するものとし，下記の通り 

    算出する。 

 

   Ｐｖ＝ρo・αＶ・ｇ・Ｈ・10-3 

ここで，Ｐｖ ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の 

          動水圧荷重(kN/m2) 

ρo ：水の密度(t/m3) 

αＶ ：鉛直方向の余震震度 

ｇ ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 

Ｈ ：評価高さ(mm) 
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表 4－2 使用材料 

     余震震度αＨ，αＶを表 4－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 許容限界 

取水槽閉止板の許容限界は，「3. 評価対象部位及び評価対象設備」にて設定した

部位に対し，Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて

設定している許容限界を踏まえ設定する。 

 

4.3.1 使用材料 

取水槽閉止板を構成するスキンプレート，主桁，戸当り，締付ボルト及びアン

カーボルトの使用材料を表 4－2 に示す。 

 

 

評価対象部位 材質 仕様 

スキンプレート SUS304 厚さ 9mm 

主桁 SUS304 C-150×75×9×9 (mm) 

戸当り SUS304 BH-150×(240-150)×9×9 (mm) 

締付ボルト SUS304 M24 

アンカーボルト SUS304 M16 

 

 

  

建屋 フロア 
弾性設計用地震動 

Ｓｄの余震震度 

タービン建屋 B1F 
水平αＨ 鉛直αＶ 

0.453 0.375 

表 4－1 余震震度 
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表 4－4 アンカーボルトの短期許容荷重 

表 4－3 鋼材の短期許容応力度 

4.3.2 許容限界 

(1) スキンプレート，主桁，戸当り，締付ボルト 

鋼材の許容応力度は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，2005 改定）」を踏まえて表 4－3 の値とする。 

 

 

材質 

短期許容応力度 (N/mm2) 

曲げ 引張 せん断 

SUS304 205 205 118 

注：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本工業規格（ＪＩＳ）に基づく。 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容荷重は，「3. 評価対象部位及び評価対象設備」に記載

したアンカーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指

針・同解説（（社）日本建築学会，2010改定）」に基づき算定する。 

突き上げ津波荷重を考慮する場合のアンカーボルトの許容荷重を表4－4に示

す。 

なお，アンカーボルトは躯体に埋め込まれていることから，アンカーボルトが

引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏により決まる許容荷重，

付着力により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を採用する。また，

アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強

度により決まる許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる許

容荷重及びコーン状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を

採用する。 

 

 

材質 

短期許容荷重(kN) 

引張 せん断 

SUS304 32.1 22.4 

 

  



K
7
 
①
 Ｖ

-
3-
別
添

3
-1
-
4
 R
0
 

 

13 

4.4 評価方法 

取水槽閉止板を構成する主桁，スキンプレート，戸当り，締付ボルト及びアンカー

ボルトに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。

主桁とスキンプレートについては，箇所によって評価結果に差異が生じることから，

図 4－1，図 4－2 にそれぞれ評価の対象とする主桁，スキンプレートを示す。また，

図 4－3 に，戸当り，締付ボルト及びアンカーボルトの納まりを示す。 

 

4.4.1 主桁 

主桁の支持条件は両端をピン支持とし，図 4－1 に示す通り，主桁が荷重を負

担する範囲が最も大きくなり，評価上最も厳しい条件となるよう評価を実施する。 

 

(1) 主桁に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝（Ｐｔ＋Ｐｖ）・Ｌ１・10-3 

ｗｓｓ ：主桁に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ１ ：主桁の負担幅(mm) 

 

(2) 主桁に作用する最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：主桁に作用する最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：主桁に作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：主桁の断面係数(mm3) 

 

ここで，Ｍ ＝1／8・ｗｓｓ・（Ｌ３・10-3）2 

Ｍ ：主桁に作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：主桁に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ３ ：主桁全長(mm) 
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(3) 主桁に作用する最大せん断応力度τ 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：主桁に作用する最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：主桁に作用する最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：主桁のせん断断面積(mm2) 

 

ここで，Ｑ ＝1／2・ｗｓｓ・Ｌ３・10-3 

Ｑ ：主桁に作用する最大せん断力(kN) 

ｗｓｓ ：主桁に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ３ ：主桁全長(mm) 

 

(4) 主桁に作用する組合せ応力度 

主桁に作用する曲げ応力度，せん断応力度を算定し，主桁の短期許容応力度以

下であることを確認する。また主桁に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組

合せ応力度を「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，

2005改定）」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

ｘ ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ ：組合せ応力度(N/㎜ 2) 

σ ：曲げ応力度 Ｍ／Ｚ(N/㎜ 2) 

 （Ｍ：曲げモーメント，Ｚ：断面係数） 

τ ：せん断応力度 Ｑ／Ａｓ(N/㎜ 2) 

 （Ｑ：せん断力，Ａｓ：せん断断面積） 
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図 4－1 評価の対象とする主桁 

Ｌ３ 

Ｌ１ 

：評価の対象とする主桁 
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4.4.2 スキンプレート 

図 4－2 に示す通り，スキンプレートが荷重を負担する範囲が最も大きくなり，

評価上最も厳しい条件となるよう評価を実施する。 

 

(1) スキンプレートに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝（Ｐｔ＋Ｐｖ）・Ｌ３・10-3 

ｗｓｓ ：スキンプレートに作用する単位長さ当りの鉛直方向の 

 等分布荷重(kN/m) 

Ｌ３ ：主桁全長(mm) 

 

(2) スキンプレートに作用する最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：スキンプレートに作用する最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：スキンプレートに作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：スキンプレートの断面係数(mm3) 

 

ここで，Ｍ ＝1／12・ｗｓｓ・（Ｌ４・10-3）2 

Ｍ ：スキンプレートに作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：スキンプレートに作用する単位長さ当りの鉛直方向の 

 等分布荷重(kN/m) 

Ｌ４ ：スキンプレートの負担幅(mm) 
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図 4－2 評価の対象とするスキンプレート 

：評価の対象とするスキンプレート 

Ｌ４ 

Ｌ３ 
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4.4.3 締付ボルト 

(1) 締付ボルト 1 本当りに作用する鉛直方向の引張荷重Ｔｓ  

Ｔｓ ＝（（Ｐｔ＋Ｐｖ）・Ｌ２
2・10-6）／ｎｓ 

Ｔｓ ：締付ボルト 1 本当りに作用する引張力(kN) 

Ｐｔ  ：突き上げ津波荷重(kN/m2) 

Ｐｖ  ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の動水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ２ ：主桁と直交方向のスキンプレートの長さ(mm) 

ｎｓ ：締付ボルトの本数(本) 

 

(2)  締付ボルト 1 本当りに作用する鉛直方向の引張応力度σｔ 

σｔ ＝Ｔｓ・103／Ａ 

σｔ ：締付ボルト 1 本当りに作用する鉛直方向の引張応力度(N/mm2) 

Ｔｓ ：締付ボルト 1 本当りに作用する引張力(kN) 

Ａ ：締付ボルトの有効断面積(mm2) 

 

(3) 締付ボルト 1 本当りに作用する水平方向のせん断荷重ｑｓ 

ｑｓ ＝Ｓｄ／ｎｓ 

Ｓｄ  ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力(kN) 

ｎｓ ：締付ボルトの本数(本) 

 

(4)  締付ボルト 1 本当りに作用する水平方向のせん断応力度τ 

τ ＝ｑｓ・103／Ａ 

τ ：締付ボルト 1 本当りに作用する水平方向のせん断応力度(N/mm2) 

ｑｓ ：締付ボルト 1 本当りに作用する水平方向のせん断荷重(kN) 

Ａ ：締付ボルトの有効断面積(mm2) 
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4.4.4 戸当り 

(1) 戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝（（Ｐｔ＋Ｐｖ）・（Ｌ２・10-3） 2）／（Ｎ１・Ｌ５・10-3）  

ｗｓｓ ：戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ２ ：主桁と直交方向のスキンプレートの長さ(mm) 

Ｌ５ ：戸当り全長(mm) 

Ｎ１ ：戸当り本数 

 

(2) 戸当り上フランジに作用する単位長さ当りの最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：戸当り上フランジに作用する最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：戸当り上フランジに作用する最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：戸当り上フランジの断面係数(mm3/m) 

 

ここで，Ｍ ＝ｗｓｓ・Ｌ６・10-3 

ｗｓｓ ：戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 

 (kN/m) 

Ｌ６ ：戸当りウェブ中心から上フランジに等分布荷重が作用する 

 位置までの距離(mm) 

 

(3) 戸当り下フランジに作用する単位長さ当りの最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：戸当り下フランジに作用する最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：戸当り下フランジに作用する最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：戸当り下フランジの断面係数(mm3/m) 

 

ここで，Ｍ ＝ｗｓｓ・Ｌ７・10-3 

ｗｓｓ ：戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 

 (kN/m) 

Ｌ７ ：アンカーボルト中心位置から戸当りウェブ中心位置までの 

 距離(mm) 
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(4) 水平方向の余震荷重が作用する戸当りウェブ部に作用する等分布荷重ｗｓｓ’ 

ｗｓｓ’ ＝Ｓｄ／（Ｌ５・10-3） 

ｗｓｓ’ ：戸当りウェブ部に作用する単位長さ当りの水平方向の 

 等分布荷重(kN/m) 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力(kN) 

Ｌ５  ：戸当り全長(mm) 

 

(5) 水平方向の余震荷重が作用する戸当りウェブ部に作用するせん断応力度τ 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：戸当りに作用する最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：戸当りに作用する最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：戸当りのせん断断面積(mm2) 

 

ここで，Ｑ ＝ｗｓｓ’・Ｌ５・10-3 

Ｌ５ ：戸当り全長(mm) 
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図 4－3 戸当り，締付ボルト及びアンカーボルトの納まり 

戸当り下フランジ 

戸当りウェブ 

戸当り上フランジ 

Ｌ６ 

Ｌ７ 

Ｔｄ 

Ａ部詳細 

アンカーボルト 
ｗｓｓ’ 

ｑ 

ｗｓｓ 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ断面図 

平面図 

Ｌ５ 

Ｌ２ 

戸当り 

Ａ部 

締付ボルト 

Ｔｓ 

ｑｓ 

締付ボルト(8 箇所) アンカーボルト 

(17 箇所) 
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4.4.5 アンカーボルト 

(1) 戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝（（Ｐｔ＋Ｐｖ）・（Ｌ２・10-3） 2）／（Ｎ１・Ｌ５・10-3）  

ｗｓｓ ：戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ２ ：主桁と直交方向のスキンプレートの長さ(mm) 

Ｌ５ ：戸当り全長(mm) 

Ｎ１ ：戸当り本数 

 

 

(2) 水平方向の余震荷重が作用する戸当りウェブ部に作用する等分布荷重ｗｓｓ’ 

ｗｓｓ’ ＝Ｓｄ／（Ｌ５・10-3） 

ｗｓｓ’ ：戸当りウェブ部に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力(kN) 

Ｌ５ ：戸当り全長(mm) 

 

(3) アンカーボルトに作用する引張力Ｔｄ 

Ｔｄ ＝（ｗｓｓ・Ｌ５・10-3）／Ｎ2 

Ｔｄ ：アンカーボルト 1 本当りに作用する引張力(kN) 

Ｎ2 ：評価する戸当りに取り付くアンカーボルト本数 

Ｌ５ ：戸当り全長(mm) 

 

(4) アンカーボルトに作用するせん断力ｑ 

ｑ ＝ｗｓｓ’・Ｌ５・10-3／Ｎ３ 

ｑ ：アンカーボルト 1 本当りに作用するせん断力(kN) 

ｗｓｓ’ ：戸当りウェブ部に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ５ ：戸当り全長(mm) 

Ｎ３ ：閉止板に取り付くアンカーボルト本数 
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評価対象
部位

記号 単位 定義 数値

Ｈ mm 評価高さ 5500

ρo t/m3 水の密度 1.03

ｇ m/s2 重力加速度 9.80665

Ｌ１ mm 主桁の負担幅 300

Ｌ２ mm 主桁と直交方向のスキンプレートの長さ 800

Ｌ３ mm 主桁全長 950

Ａｓ mm2 せん断断面積 1.350×103

Ｚ mm3 断面係数 1.130×105

Ｌ４ mm スキンプレートの負担幅 225

Ｚ mm3 断面係数 1.080×104

Ｌ２ mm 主桁と直交方向のスキンプレートの長さ 800

ｎｓ 本 締付ボルトの本数 8

Ａ mm2 締付ボルトの有効断面積 352.5

Ｇ kN スキンプレート及び主桁の固定荷重 3.923

Ｌ５ mm 戸当り全長 1280

Ｌ６ mm
戸当りウェブ中心から上フランジに等分布荷重が作用する位置
までの距離

37

Ｌ７ mm アンカーボルト中心位置から戸当りウェブ中心位置までの距離 125

Ａｓ mm2 戸当りウェブ部のせん断断面積 1.152×104

Ｚ mm3/m 戸当りフランジ部の断面係数 1.350×104

Ｇ kN スキンプレート，主桁及び戸当りの固定荷重 6.865

Ｎ１ 本 戸当り本数 4

Ｎ２ 本 評価する戸当りに取り付くアンカーボルト本数 5

Ｎ３ 本 閉止板に取り付くアンカーボルトの本数 17

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りに作用する引張力 2.52

ｑ kN アンカーボルト1本当りに作用するせん断力 0.178

主桁

スキン
プレート

戸当り

共通

アンカー
ボルト

締付
ボルト

4.5 評価条件 

取水槽閉止板の強度評価に用いる入力値を表 4－5 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

表 4－5 取水槽閉止板の強度評価に用いる入力値 

2.53 

0.183 
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5. 評価結果 

取水槽閉止板の強度評価結果を表 5－1 に示す。各部材の断面検定を行った結果，全

ての部材において発生応力又は応力度が許容限界以下であることを確認した。 
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表 5－1 強度評価結果 

 

 

注記＊1：上フランジと下フランジのうち厳しい評価結果を記載する。 

注記＊2：ウェブ部を評価対象とする。 

曲げ 23.7 N/mm2 205 N/mm2 0.12 ＜1.0

せん断 8.32 N/mm2 118 N/mm2 0.08 ＜1.0

組合せ 27.7 N/mm
2 205 N/mm

2 0.14 ＜1.0

スキンプレート 曲げ 30.6 N/mm
2 205 N/mm

2 0.15 ＜1.0

引張 17.9 N/mm2 205 N/mm2 0.09 ＜1.0

せん断 0.631 N/mm2 118 N/mm2 0.01 ＜1.0

曲げ
＊1 91.9 N/mm

2 205 N/mm
2 0.45 ＜1.0

せん断
＊2 0.271 N/mm

2 118 N/mm
2 0.01 ＜1.0

引張 2.53 kN 32.1 kN 0.08 ＜1.0

せん断 0.183 kN 22.4 kN 0.01 ＜1.0

組合せ 0.01 ＜1.0

検定値

主桁

アンカーボルト

戸当り

評価対象部位
発生値

(応力度又は荷重)
許容限界

締付ボルト

- -


